
　日本の食料自給率は38％*、欧米諸国と比較して低水準となっている。お米や野菜、鶏卵などは国内で

生産され、その自給率は80％～ほぼ100％と高い一方、飼料用を含めた穀物や肉、油脂類はその大部分を

輸入に頼っているのが現状だ。特に顕著なものは小麦だろう。パンやうどんなどに加工され、私たちが日

常生活の中で食べる機会も多い食材だが、国内での生産はわずか17％*に留まる。日本の気候が小麦の生

育に適さない、農地が足りないなどの問題から、こうした状況を引き起こしている。世界の人口は増加傾

向で将来的な食糧危機が叫ばれる中、日本においては農業従事者の高齢化や人口減少が大きな問題となっ

ており、今後ますます国内の食料自給率は低下していくことが懸念されている。

　1964年（昭和39年）に鶴岡市大山で創業した株式会社三洋は、農業用の鉄骨ハウスやパイプハウス、穀

類搬送機器といった農業資材をはじめ、包装・梱包・土木資材、物流資材の保冷・保温ボックスなど、さ

まざまな製品の開発・生産を行っている。1970年（昭和45年）には現在の三川町へ本社を移転、以来60年

以上にわたり、“創造”をキーワードに毎年新しい商品を開発し、顧客の多様なニーズに応えてきた。

　安価な外国製品に負けない国内工場をめざし、生産性150％を掲げて導入されたコンサルティング活動。

農業資材と物流資材の開発・生産を事業の大きな柱とし、自社のさらなる成長はもちろん、日本の“食”

を支え、未来の日本を守るために取り組む同社の活動をケーススタディとして紹介する。
*農林水産省：「令和5年度食料自給率について」および「総合食料自給率（カロリー・生産額）、品目別自給率等」より

株式会社三洋

めざすは生産性150％！安価な外国製品に負けない国内工場へ

農業・物流資材の開発・製造を通して、
日本の“食”を守る
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　月山や羽黒山などの雄大な山々に囲まれ、四季折々

の魅力があふれる山形県三川町。庄内平野の中央に位

置し、春には一面に菜の花が咲き誇る。また、肥沃な土

壌に恵まれ、日本有数の米どころとしても知られている。

　株式会社三洋は1964年（昭和39年）に鶴岡市大山で

創業後、1970年（昭和45年）に三川町へ本社を移転し、

これまで60年以上にわたり、さまざまな資材の開発・

製造を行い、地元の農家をはじめ、多様なニーズに応

えてきた。「当初はポリ袋やカバーなどを主に製造してい
ましたが、その時流に合ったものを創り出していました。

一番初めのヒット商品はコンバイン袋、お米を刈り取る

機械であるコンバインにつける袋でした。大型機械の普及

に伴って、大容量サイズの穀類搬送用フレキシブルコン

テナとして発売を開始しましたが、だいぶ時流にのった

といいますか、周辺では製造しているところがなかった

のだと思います。本当に忙しくなり、秋の収穫時に使用

する袋を一年中作っていたと記憶しています」

　そう話すのは、代表取締役社長

の石田 伸氏。幼少期は神奈川県

で過ごし、創業者である石田氏の

父が製袋機を使ってポリ袋など

の製造・販売を行っていたのが始

まりだという。「自宅兼工場といっ
た形で、夜遅くまで機械が動いて

いたのを覚えています。父、母だけ

でなく親戚も呼んで手伝ってもらったり、台風で屋根が飛

ばされたり、いろいろと苦労していましたが、楽しくやっ

ていたのではないかと思います。その後、山形に移り、鶴

岡市の大山で同じような仕事を始め、私が小学校3年生の

時に三川町へ引っ越してきて、以降は株式会社として事業

を広げていきました。なぜ袋の製造を始めたのかといえば、

祖母が父に事業をやるなら袋屋をやれといったそうです。

袋はどんどん使うものだから、決して無くならないみたい

な話だったようですが、確かにそうだよなと思います」

01 1964年（昭和39年）4月、鶴岡市大山で創業

　時代とともに新しい形態へと変化を続け、１ｔ以上

入る大きな袋や海上のコンテナカバーなども製造して

いたそうだ。また、当時は仕入れ販売が主流だった農

業用のビニールハウスを自社で材料から加工～販売し

たところ、他社にはない独自の強みとなった。さらに

は、これも同じ包むものとして保冷ボックスを開発。

現在では農業関連の資材と物流資材が事業の大きな二

本柱へと成長を遂げた。石田氏はこれまでの歴史を振

り返り、「できるものだったら、何でもやろうという気概。
それは昔から変わっていません。すごくヒットしたコン

バイン用のコンバイン袋ですが、逆にそれで経営の危機

を招いたこともありました。作れば売れるという時代で

したが冷夏に見舞われた年があり、半分以上が在庫とし

て残ってしまい……。その時、父が一つの商品に頼って

いてはダメだと思ったそうです。以来、毎年新しい商品

を開発し、自社のオリジナル商品を創り出すという気風

が生まれました。何でもできる体質というのは潰れにく

い会社だと思います。この事業がダメでもこっちがある

といった感じで、現在は大きい柱が二つ、小さい柱もた

くさんあり、事業展開がしやす

く何があっても大丈夫という感

じですね」と話す。

　株式会社三洋では顧客のニー

ズを営業の段階から聞き出し、

それをもとに独自の製品を開発、

設計、さらには自社の工場で製

造して販売する。顧客の問題解

決に向け、一気通貫で対応できるところに大きな強み

がある。製造部 次長の斎藤 憲和氏は「営業がお客様の
悩みやニーズを聞いてくる。それをもとに、商品を創り

上げていく。こうした自社で設計して完成できるところ

が強みですね。縫製工場などを持たず、営業や製造を外

部に委託するという形態が多い中、やはりすべて自社で

一貫して対応できるのは三洋ならではといいますか、営

業とも直接相談でき、お客様のニーズをより詳しく知っ

た上で商品を開発しますので、他社よりも良いものを作

れるはずだと自負しています」と、自社ならではの特長

を語ってくれた。

02 営業から開発・販売まで、一貫して自社で対応が可能

代表取締役社長
石田 伸 氏

製造部 次長
斎藤 憲和 氏
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03 安価な外国製品に負けない工場づくりをめざして

04 改善活動で生まれた余力をどう活かすのか 全体へリンクした提案が決め手に

　同社の保冷ボックスは、表面材としてアルミ蒸着

フィルムに1㎜の発泡ポリエチレンとポリエチレンク

ロスを積層したシートを採用。遮光率99%で外部の温

度変化に強いのはもちろん、高強度で経年劣化が少な

く、より高い保冷力を実現している。こうした製品は、

－30℃～＋80℃まで設定可能な恒温槽を使用して性

能試験を行い、流通業、宅配業、医療関係、製菓関係

といった運送する製品の種類や運送時間などが異なる

お客様の需要に応えている。

　農業関連の資材に加え、保冷ボックスが事業の大き

な柱へと成長する中、ライバルとなるのは中国製など

の安価な外国製品だ。高い品質を保ちながら、いかに

してこれらの外国製品に打ち勝っていくのか。石田氏

は「このままではライバルである安価な外国製品に勝て
ない、それは嫌だなと。しかし、単純に価格を下げれば

いいというものでもなく、自社の品質を保ちながらどう

やって戦っていくのか。だったら、生産性を150％まで

　ライバルである安価な外国製品に打ち勝つため、生

産性向上を掲げて取り組んだものの、そのハードルは

非常に高いものがあったという。「実際にやってみると、
全然簡単ではなくて……。できそうな気がしない。生産

性150％って、できるのだろうか、無理だろうみたいな

感じではありました」と、石田氏。これまでにも他社の

コンサルティングを導入したものの、その効果は限定

的で全体の成果にはつながっていかなかったとのこと。

斎藤氏は「作業改善で製造時間の短縮ができたとしても、
瞬間的には改善効果が出ているようには見えますが、目

先のムダにばかり着目してしまい、成果が出ない。うち

の工場のものづくりに合っていないことを無理やりやら

されるというか、現場も成果が出ないので改善＝嫌なも

上げれば対抗できるんじゃないかって思いました。とに

かく、今後も成長が見込めるこの分野をなんとか伸ばし

ていきたいが、そこに力を入れても価格で負けて受注で

きないのでは意味がない。だから、価格面でも対抗でき

る、海外に負けない日本の国内工場になろうとまず決め

て、とにかく生産性を上げることができるかどうか、そ

れに取り組みました」と話す。

　実際の製造現場ではどのような課題感があったのだ

ろうか。斎藤氏は「生産管理の部分に関しては、ずっと
課題だなと思いつつも、どう改善していけばいいか分か

らないというのを感じていました。どういった方法がう

ちに合っているのか。合っていない方法で無理やり取り

組んだとしても結局長続きしない、というのが今までの

パターンでしたので、そういった部分を指導していただ

けたのはすごく良かったところだなと思います」と、導

入時の状況を振り返る。

のみたいな意識になってしまいました」と話す。

　コンサルタントの高橋は「これまでも何度かコンサル
ティングを受けたことがあるということで、どういった

作業に価値があるのか、どのようにして改善活動を進め

ていくのかといった部分はすでにご存じの内容が多かっ

たです。ただ、一番引っかかったのは、生産数が多けれ

ばそれなりに効率も良くなり、利益も出しやすいものの、

受注が伸びずに生産量が下がってしまうと効率も落ちて

しまうという点です。我々の提案では、余力を見つけ、

その余力をいかにして将来のために活かすのかという提

案をさせていただき、そこにこれまでの違いを感じてい

ただけたのではないかと思います」と振り返る。また、

石田氏は「これまでにも他社のコンサルタントからいろ

独自の自立型保冷&保温ボックス 熟練した縫製技術遮光率99%の高品質表面シート 断熱性の高い真空パネル
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　２年目のコンサルティングが間もなく終了に近づく

中、活動の推進に一役買っているのがタブレット端末

だ。現場を含め、以前は紙ベースでの管理だったが、

2024年の5月頃からタブレット端末を導入。会社から

貸与されて、日々の日報はもちろん、材料の在庫把握

や生産管理にも活用している。現場を預かる斎藤氏か

らは、「データ収集に関し、以前もコンサルタントの方か
ら教えられたことはありましたが、それが正しいのか、

間違っているのか、整合性がとれず、結局頓挫してし

まっていました。今回のコンサルティングで製品のグ

ルーピングというのを指導いただいたおかげで、タブ

レット端末を活用した管理が実現できていると思います。

うちは特に現場など、紙が大好きな職場でしたので、導

入当初は抵抗や戸惑いがありました。そこは私も使用方

法を動画で録画して配布したり、こうした機器が苦手な

　実際の生産現場では、今回のコンサルティング導入

をどのように感じていたのだろうか。リーダーの百瀬 

修一氏は「テクノ経営さんは製造業のコンサルティング
に特化していて、全国的にたくさんの会社で指導されて

いるようでしたので、これまでに試したことがない方法

など、いろいろと教えていただけるのではという期待感

がありました。もちろん、大変になるのではという想い

もありましたが、生産計画や管理がどうしてもうまくい

かず、そういった部分でうまく仕組みを作っていただけ

ました」と、導入前の期待やその後の効果についても

お話いただいた。班長の渡部 紀美子氏は「これまでも

年配者は使い慣れた若手に教えてもらったり、徐々に慣

れていったという感じです」と、導入から現在までの感

想を伺った。

　ちょうど電子化に興味を持って取り組み始めたタイ

ミングでもあり、タブレット端末の導入を決めたとの

こと。「データを集めるということがすごく大変な作業。
こういったものはデータを集めることができてこそ、さ

まざまなものに活かすことができる。同じ製品を連続し

て生産するならデータは取りやすいと思うが、当社は違

う。それぞれ、オーダーメイドで生産しているものが多

いので、現場では四苦八苦しながらデータを集めている

のでしょう。今後はこうして集めたデータをもとに、ど

うやって生かすか、どこをどう変えていくか、そういっ

たものにどんどん活用していってくれると期待していま

す」と、石田氏は話す。

別の会社のコンサルティングが

あって、正直最初は『え？また？』

といったふうに思いました。実際

に活動を始めてみると、分からな

いことは丁寧に教えてくださって、

何か新しく取り組む際には具体的

に細かく指導していただいた上で

始めてもらえるなど、今は良かっ

たなと思っています」と、印象を振り返っていただいた。

　一般的な会社であれば、改善に必要な道具などは外

部に依頼するか、購入するしかなく、時間はもちろん

05 タブレット端末を導入して全体の状況を細かく可視化

06 ちょっとした改善道具は自作で対応

工場風景

リーダー
百瀬 修一 氏

いろ教えていただいて、その通りだなと頭では分かって

いても、全体がリンクせずに成果が出ないといった印象

がありました。作業時間が短縮できたとしても、その後

何もしなければ意味がない。成果を生み出し、それを何

に活かすのか。そういった全体をうまくリンクさせるよ

うな提案をいただいたのが大きかったと思います」と、

テクノ経営のコンサルティング導入に至った決め手を

話していただいた。
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　これまでの活動でどのような成果を感じているのか。

斎藤氏は、「自分で取り組んでいて、成果につながりそう
だと実感するのは、やはり自分たちに合った、うちの工

場に合った方法はこうなんだよと教えていただけている

からだと思います。そこが一番、可能性を感じていると

ころなんじゃないかな。活動内容に納得して、これだっ

たらできそうだと。だから、今はポジティブな感情で前

に進んでいきそうだというのはすごく感じています」と、

自分たちに合った方法を提案してもらっているからこ

そ、それが活動を前進させるエネルギーになっている

という。また、石田氏は「たまたま受注がたくさん入っ
た時期があったため、数字的には良かったのですが、そ

れが受注量のせいなのか、今回の活動のおかげかはまだ

わからない。やはり、受注量が少なった際にどういった

効果が発揮されるのか。その時にはっきりするんじゃな

いですかね。ただ、生産性アップに必要な方法は無限大

にあるんだろうなと。何もこう、今まで教わったものば

かりではなく、違った方法もあると教えていただいた部

分は非常に良かったと思います。あとは、うまく馴染ん

できているので、そこはすごいなと。嫌々やるのと、進

んでやるのとでは全く違うので。データの取得について

も、これまでは比べる元のデータさえ無かった。それが

今では、徐々に比較ができるようになっている。そこは

非常に良かった部分だと思います」と、活動への取り組

みやデータ収集など、これまでに無かった変化や成果

をお話いただいた。

07 自分たちに合った方法こそが、活動を前進させるエネルギーに

　今後ますます人口減少が続く日本において、私たち

の食を支える農業や物流業界への課題は山積している。

こういった状況に対して、自分たちは何ができるのか。

石田氏は、「会社全体として毎年115％の成長をめざし、
5年で2倍になるという目標を立てています。当社の事

業は農業に関わる部分が大きく、また保冷ボックスはさ

まざまな物を運びますが、その中でも食品関連の運搬が

多くなっています。とにかく食べ物なんですね。日本の

食料自給率は低く、輸入品に頼っている部分が大きい。

これから世の中がどんどん変わっていけば、物が手に入

らないといった状況もありえます。海外から輸入すれば

いいという考えは、私は間違っていると思います。やは

り、国内で農業を発展させていかなければならない。そ

して生産性を高め、食料自給率を上げていく。それが本

来の姿だと考えています。その中で、どれだけ当社が貢

献できるのか。私たちは、日本の農業に関わる方々のお

08 日本の“食”を支え、未来の日本を守るために

費用もかかってしまう。そこで試しに、縫製の際に出

る糸くずなどを捨てるバックを制作してもらえないか

打診したところ、普段から培っている裁断や縫製の技

術を活かし、処分するような端材から見事に作り上げ

たそうだ。ステッチの色を揃え

るなど細部にもこだわり、自分

たちのミシンに備え付けている。

このように、ちょっとした物で

あれば自分たちで作れることも、

独自の強みだろう。

　今回の活動で感じる成果や成長をお聞きしたところ、
「現在は自分が水すましとして段取りをするようになって、

班員の人たちがミシンの作業に集中できています。縫製

のスピードも速くなってきているので、縫えるように

なっているというのが一番の成長だと感じています。定

期的に一件ずつ気づきを出してもらっているので、いろ

いろなところに目が向くのもいいかなと思っています」

と、班長の須佐 志穂氏。　

　今後の目標について、班長の清和 みよ氏からは「現
在の作業手順書は、以前からのものを補足しながら使っ

ている手順書が多い。だから、今後はそういったものを

整理しつつ、新人の方でも分かりやすい手順書にしてい

きたい。そのためには、まずは自分の時間に余裕を持て

なければいけないので、段取りを早くこなし、見やすく

て分かりやすい手順書の作成をめざしたいと思います」

と、更なる現場改善へ向けた想いをお話いただいた。
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企業概要

社 　 名

代 表 者

創 業

所 在 地

事業内容

株式会社三洋

代表取締役社長　石田　伸

1964年（昭和39年）4月

山形県東田川郡三川町大字横山字大正27（本社）

農業資材、穀類搬送機器、包装資材、物流用保冷・保温BOX等の開発、製造、販売

担当コンサルタント
株式会社テクノ経営総合研究所　高橋  浩志

大手電子機器メーカーにて生産、製造技術、設計の業務に従事。生産工程改善、コスト
ダウン、品質改善を実践。特に製品の原価低減にて大きな成果を実現。その後コンサル
タントへ転身、経験を活かし多くの会社で業績改善の指導を行っている。

本社外観

株式会社三洋

代表取締役社長　　石田　　伸 氏

製造部　次長　　　斎藤　憲和 氏

リーダー　　　　　百瀬　修一 氏

インタビューにご協力いただいた方

石田　伸 氏 斎藤　憲和 氏

手伝いをして、その対価をいただいています。自分たち

の成長が少なからず、日本の国を守るということにつな

がると考えています。もっとこれから仕組みを変えて、

今までの農業資材や物流資材の会社とは違う会社になり、

食料を通じて世の中に貢献できる会社になっていきたい

と思っています」と、今後の展望や日本の“食”に対す

る想いをお話いただいた。

　また、国内における縫製業の工場が衰退していく中、

斎藤氏は、「アパレル等を含めて、この業界は海外の研修
生などを労働力に加え、なんとかやりくりしている工場

が多い。今後はますます廃業していく会社も増えると思

います。そういった状況の中、社長の考えもあって、当

社は人を増やし、工場を広げています。どんどん衰退し

て同業他社の国内工場が無くなれば、逆に当社への仕事

はたくさん増えてくるのではないかと感じています。そ

の時の備えをするために、今は改善活動やものづくりの

知識を吸収し、きちんと管理・対応できる体制へと整え

ていきたい。まだまだ難しい部分もありますが、現場の

人も含めて自分で考えて良くしていく、そういったこと

ができるような工場にしていきたいですね」と、今後の

目標をお話いただいた。

　自分たちの成長はもちろん、ひいては日本の未来を

守るために。同社の活動はこれからも続いていく。

班　長　　渡部　紀美子 氏

班　長　　須佐　志穂 氏

班　長　　清和　みよ 氏
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